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○ 大学の概要  

 
(１) 現況（平成 29 年度末現在） 
 

① 大学名：国立大学法人広島大学 
 
② 所在地 
  ○本部：広島県東広島市鏡山 
  ○キャンパス：東広島キャンパス 広島県東広島市鏡山 
         霞キャンパス   広島県広島市南区霞 
         東千田キャンパス 広島県広島市中区東千田町 
 
③ 役員の状況 
   学長名：越智 光夫（平成 27 年４月１日～） 
   理事数：７人 
   監事数：２人（うち非常勤１人） 
 
④ 学部等の構成 
  ○学術院 
 

○教育本部 
 
  ○学部：11 学部 
    総合科学部，文学部，教育学部，法学部，経済学部，理学部，医学部， 
    歯学部，薬学部，工学部，生物生産学部 
 
   ・生物生産学部附属練習船豊潮丸※ 
 
  ○研究科：11 研究科 
    総合科学研究科，文学研究科，教育学研究科，社会科学研究科， 
    理学研究科，先端物質科学研究科，医歯薬保健学研究科，工学研究科， 
    生物圏科学研究科，国際協力研究科，法務研究科 
 
   ・生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター 
    西条ステーション（農場）※ 
   ・生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター 
    竹原ステーション（水産実験所）※ 
 

○専攻科：１専攻科 
  特別支援教育特別専攻科 

 
○附置研究所：１研究所 
  原爆放射線医科学研究所※ 

 
○病院 

 
○図書館 

 

○全国共同利用施設：１施設 
  放射光科学研究センター※ 
 
○中国・四国地区国立大学共同利用施設：１施設 
  西条共同研修センター 
 
○学内共同教育研究施設等：22 施設 
  ナノデバイス・バイオ融合科学研究所※，高等教育研究開発センター， 
  情報メディア教育研究センター，自然科学研究支援開発センター， 
  国際センター，産学・地域連携センター，教育開発国際協力研究センター， 
  保健管理センター，平和科学研究センター，環境安全センター， 
  総合博物館，北京研究センター，宇宙科学センター， 
  外国語教育研究センター，文書館，スポーツ科学センター， 
  HiSIM 研究センター，現代インド研究センター， 
  サステナブル・ディベロップメント実践センター， 
  ダイバーシティ研究センター，両生類研究センター，ハラスメント相談室 

 
 ○附属学校：11 学校・園 
   附属幼稚園，附属三原幼稚園， 
   附属小学校，附属東雲小学校，附属三原小学校， 
   附属中学校，附属東雲中学校，附属三原中学校，附属福山中学校， 
   附属高等学校，附属福山高等学校 
 

※は，共同利用・共同研究拠点又は教育関係共同利用拠点に認定された施設 
を示す。 

 
⑤ 学生数及び教職員数（平成 29 年５月１日現在） 
  ○学生数：学部   10,887 人（うち留学生数     71 人） 
       大学院  4,520 人（うち留学生数  1,122 人） 

（法科大学院，教職大学院を含む。） 
       専攻科    17 人 
       附属学校 3,789 人 
 
  ○教員数及び職員数：教員 1,894 人（うち附属学校教員 216 人） 
            職員 1,754 人 
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(２) 大学の基本的な目標等 
 
１ 理念 
  「自由で平和な一つの大学」という建学の精神を継承し，平和を希求する精神，

新たなる知の創造，豊かな人間性を培う教育，地域社会・国際社会との共存，絶
えざる自己変革，という理念５原則の下に，国立大学である広島大学に課せられ
た使命を果たす。 

 
２ 基本方針 
  広島大学は世界最初の被爆地である国際平和文化都市ヒロシマの総合研究大

学として，国際水準の教育研究の展開に向けて，研究大学強化促進事業やスーパ 
ーグローバル大学創成支援事業（トップ型）なども包含する「広島大学改革構想」
を着実に実行し，徹底した「大学改革」と「国際化」を推進し，今後，10 年以内
に世界大学ランキングトップ 100 に入る総合研究大学を目指す。 

さらに，本学の特長や強みを伸ばすとともに，時代や社会の要請に応えて，日
本を代表し世界をリードするナショナルセンターとしての機能と，中国・四国地
方のリージョナルセンターとしての機能を果たし，「100 年後にも世界で光り輝
く大学」となることを目指す。併せて，本学の伝統と実績を活かした教養教育を
根幹に「平和を希求する国際的教養人」の養成を行うとともに，世界トップレベ
ルの研究に裏打ちされた国際的に通用する専門教育を提供し，世界や地域社会で
活躍できる人材の養成を行う。 

研究については，研究大学強化促進事業等を活用して，第２期中期目標期間よ
り取り組んできた研究拠点の構築や研究環境の整備等の重点支援を進め，自由で
独創性の高い研究を推進し，世界トップレベルの研究を展開する。本学の強みで
ある教育学，物性物理，宇宙科学，機能性材料創製，半導体・ナノテクノロジー，
バイオテクノロジーなどの分野において質の高い先端研究を発展させる。また，
原爆の惨禍から復興を支えてきた大学として放射線災害に係る医療に関する研
究拠点を発展させるとともに，再生医療，肝疾患や脳科学研究の質の高い先端研
究を発展させる。 

教育については，スーパーグローバル大学創成支援事業等を活用して，第２期
中期目標期間に策定した「広島大学改革構想」を具体的に実施していくことによ
り，国際通用性の高い教育を提供し，人類が直面する予測不能な種々の課題を解
決することのできる教養と専門的知識及び能力を有し，平和を希求するグローバ
ル人材を養成する。また，教育の国際標準化及び質の向上を図るため，教育の内
部評価システムを充実させ，評価に基づき改善を行うとともに，国際大学間コン
ソーシアム（SERU）による外部評価を受審する。 

社会貢献については，革新的イノベーション創出プログラムや科学技術人材育
成のコンソーシアムの構築事業等を活用し，第２期中期目標期間より取り組んで
きた地域に集積する輸送機器や機械分野等の産業界及び広島県を中心とする地
域社会との連携の高度化に向けた取組を重点的に進め，国際競争力の向上やイノ
ベーション創出等に貢献する。また，グローバル指向が強い広島県地域の要請に
応えて，地（知）の拠点整備事業や本学独自の地域貢献事業等も活用して，地域
を志向した教育・研究を推進することでグローバルにも活躍できる人材を養成
し，地方の創生・活性化に貢献する。 

 
 
 
 

 
 
 
大学運営については，教育，研究，社会貢献の機能を最大限に発揮できるよう

に，ガバナンス体制を恒常的に見直しつつ，学長のリーダーシップの下で経営基
盤を強化し，本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニターする独自の目標 
達成型重要業績指標（AKPI®）等や IR（インスティテューショナル・リサーチ：
大学における諸活動に関する情報の収集・分析）機能を活用した分析を基に本学
の強みや特色を活かす戦略的なマネジメントを行う。 

   
 

(３) 大学の機構図 
  Ｐ.４，５を参照。 
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※赤字は改組等をした組織・職学 長

理事・副学長

(社会産学

連携担当)

理事・副学長

（教育・

東千田担当）

医療政策室 国際室 財務・総務室教育室

副 学 長 （ 情 ሷ 担 ᛃ 理 事 ・ 副 学 長 ⠀ 医 療 担 ᛀ ⤀理 事 ・ 副 学 長 （ 研 究 担 ᛃ 理 事 ・ 副 学 長（ 国 際 ・ 平 和 ・ 基 金 担 ᛀ ）副 学 長 （ 研 究 倫 理 担 当 ）学 長 特 命 補 佐 （ 国 際 交 流 担 当 ） ， 学 長 特 命 補 佐 （ 平 和 担 当 ） ， 学 長 特 命 補 佐 （ 日 本 語 教 育 担 当 ） ， 学 長 特 命 補 佐 （ 広 報 戦 略 担 当 ）

学 長 特 命 補 佐 （ 校 友 会 ・ 基 金 担 当 ）

大 学 経 営 企 画 室部 局 長 室理 事

（ 財 務・総務 担 当）
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思う」，「②そう思う」と回答しており，また，「考え方や社会的視野を広げるのに

役立ちましたか？」という質問では，同じく①，②を選択した回答者が 85％を超え，

満足度は非常に高いものであった。平成 30 年度からは新入生へのさらなる受講を促

すため，「大学で学ぶことの意義や動機づけの涵養を図る」という本講演の目的を明

確にし，全学部１年次必修科目として新設する「大学教育入門」の全 16 回中２回分

を本講演に充てることとした。 

 

ⅵ）学生の英語運用能力向上に関する提言【計画番号２，３，32】 

全学において学生の英語運用能力を向上させるための具体的な方略を検討するた

め，教育本部全学教育統括部に全学英語教育検討 WG を設置し，６つの提言を取りま

とめた。提言の概要は次のとおりである。 

１）TOEIC® L&R IP テスト希望受験の受験枠を増やす（平成 29 年度の年間受験者

は
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・ミニマム・スタンダードの内容を含む「教職員のためのオンライン・アクセシビリ

ティ支援実習」（Bb9）を作成・配信（平成 30 年３月）。 

 

ⅴ）キャリア支援の充実【計画番号 15】 

学生の就職支援については，グローバルキャリアデザインセンターを中心として以

下のキャリア支援を実施した。 

・学生に共通して必要とされる社会人力を高め，教養を身に付けることを目的とした

教養教育科目「キャリア教養講座－世界に通用する高い社会人力を身につける－」

（第３ターム）を開講し，企業等において実務経験を積んできた 12 人の客員講師

等が講義を行い，90 人の受講があった。また，国家公務員総合職のキャリアパス

及び中央省庁等が抱える行政課題等について理解を深めるため，現職の中央省庁の

幹部職員等を招へいし，「現代霞が関論」（法学部の専門教育科目，全学部学生受

講可能）を開講した（受講者 509 人）。何れも受講者へのアンケート調査での満足

度は高いものであった（５点満点で平均 4.1 点に対し，キャリア教養講座 4.2 点，

現代霞が関論 4.6 点）。さらに，現実の企業・仕事を理解し，これからの大学生活

や自身のキャリア等について考えさせるための授業として，地元企業において実務

経験を積んできた同窓生が講師を務め，ビジネスの最前線のリアルな話を語る授業

科目「キャリアデザイン講座-先輩プロフェッショナルが「あなたの未来」のため

に語る-」を平成 30 年度から開講することとし準備を進めた。 

・中国・四国地方の国立大学間の連携強化の一環として，中国・四国地方の国立大学

生等を対象とした合同企業説明会（参加者 1,245 人，うち本学 388 人）及び中国・

四国地方国立大学の関係教職員によるキャリア支援懇談会を，本学において３月に

実施した。本行事は，平成 26 年度に地方の国立大学９大学の学生が集う合同企業

説明会として全国で初めて開催したものであり，その後毎年継続して実施している

（広島大学と岡山大学の共催）。 

・同窓会組織「広島大学・千田塾」主催の「広島大学 OB・OG による業界研究セミナ

ー」の初めての開催に協力した（参加者約 100 人）。学生にとっては自身の仕事や

志望する業界の具体的な様子を先輩方から聞くことができる貴重な機会となった。 

・「未来を拓く地方協奏プラットフォーム HIRAKU」事業[科学技術人材育成のコンソ

ーシアムの構築事業「次世代研究者育成プログラム」（文部科学省）]では，優秀

な若手研究者（博士課程後期学生，ポストドクター，テニュアトラック研究者）の

育成・確保を図るため，本学と山口大学，徳島大学が共同実施機関となり，中国・

四国地方を中心とした国公私立大学，企業，公的機関等が「産学官コンソーシアム」

を形成し，若手研究者ポートフォリオ（HIRAKU-PF)の活用や長期インターンシップ

派遣（東ソー株式会社，国立研究開発法人産業技術総合研究所，マツダ株式会社，

三島食品株式会社等。14 人派遣）等により，人材の流動化と多様なキャリアパス

を促す仕組みや自立して研究に専念できる環境を整備した。 

 

 

・国際社会で活躍できる研究者と職業人の育成を目的とした海外インターンシッ

プ（G.ecbo プログラム等）を実施した（参加者 37 人）。 G.ecbo プログラム

については，派遣前に学生が予め計画した研修テーマに関する事前学習の成果

だけでなく，「研究に対する向き合い方，考え方にも前向きな変化が起きた」，

「自身のキャリア形成の観点からも示唆を得ることができた」等の報告があ

り，高度専門職業人としての育成に資することができた。 

・初年次インターンシップのパイロット事業である教養教育の授業科目「地域社

会探検プロジェクト」を，10 人の学生が受講し，インターンシップやボランテ

ィアに参加した。報告会では，担当教員やグローバルキャリアデザインセンタ

ー職員らを前に自らの体験を振り返り，今後のキャリアデザインを考える機会

となった。 

また，各学部・研究科においても，グローバルキャリアデザインセンターと

連携しながら，各学部・研究科の特性に応じたキャリア支援を実施した。 

・グローバルキャリアデザインセンターにおいて全学生を対象として実施してい

る就職ガイダンス・セミナー等及びキャリア相談・就職相談に加えて，各学部・

研究科独自の取組みとして，所属学生等を対象とした就職ガイダンス・セミナ

ー等（国際協力研究科では，将来のキャリアとして国際機関等で働くことを志

す学生のために，国際協力の第一線で働く方による「国際協力キャリアセミナ

ー」（３回），先端物質科学研究科では「卒業生等を通した社会交流事業講演

会」（８回），薬学部では「広島大学薬学部キャリア教育セミナー」（１回），

文学部・文学研究科では「就職，そして社会人への道」と題した講座（14 回）

等）を実施した。また，文学部・文学研究科や教育学部・教育学研究科におい

ては相談員を配置し，所属学生等を対象として個別相談を実施した。 

 

④ 入学者選抜の改善 

ⅰ）学部入試における英語外部検定試験の活用【計画番号 18】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.26，27 を参照。 

 

ⅱ）大学院入試におけるアップロード機能を装備した英語版インターネットシス

テムの活用【計画番号 19】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.27 を参照。 

 

ⅲ）大学院入試における英語外部検定試験の活用【計画番号 20】 

グローバル化に対応できる人材を受け入れるため，英語４技能を測ることので

きる資格・検定試験を，９研究科（11 研究科のうち）及び博士課程リーディング

プログラム２プログラムの入試において活用した。 
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また，海外の大学院への出願時に要求される，学力レベルを測るテスト GRE

（Graduate Record Examinations）スコア利用に係る登録が ETS （Educational 

Testing Service）から８月中旬に許可された。総合科学研究科，文学研究科，社会

科学研究科（マネジメント専攻），理学研究科，生物圏科学研究科及び「たおやかで

平和な共生社会創生プログラム」（５研究科，１プログラム）において，出願書類と

して GRE の成績証明書を提出する旨を記載し募集を行った。 

 

ⅳ）出願から入学までをシームレスに行う入学手続きシステムの構築【計画番号 17，

18，19，20】 

平成 28 年度までに開発した，日本語版及び英語版のインターネット出願システム

（出願書類アップロード機能含む）について，平成 29 年度の導入テストを経て，平

成30年度に実施する平成31年度入試からすべての学部入試及び一部の大学院入試で

使用することとした。これにより，学生は，１）出願から入学まで，留学生がスムー

ズに手続きできる，２）入学料納入にクレジットカード（海外からの手続者に限る）

及びコンビニエンスストア決済等が利用できる，３）送付書類の少量化が可能となる

などのメリットがある。また，各学部及び研究科においては，郵送物及び提出物が少

量化し，入金確認がスムーズにでき，手続状況の把握が可能となるなどの業務効率化

のメリットがある。 

 

（２）研究に関する状況 

① 世界的な研究拠点への展開 

ⅰ）多様な研究拠点を継続的に創出・育成【計画番号 21】 

平成 25 年度から，基礎研究からイノベーション創出まで多様な研究を継続的に創

生し，本学の研究力の中核として発展するよう，選定と評価を通じて分野間連携・融

合や学際研究を促進するための世界的研究拠点形成システムを学内に整備している。

このシステムは，明確な目標を掲げ，世界トップレベルの研究活動を展開できるイン

キュベーション研究拠点を学内で公募・選定し，優れた研究実績を有し，外部資金に

より自立した拠点活動を実施する自立型研究拠点へと成長していくための重点支援

を行うシステムである。 

平成 29 年度は，自立型研究拠点を１拠点，インキュベーション研究拠点を４拠点

新たに選定した。また，年度当初に第１期自立型研究拠点３拠点の中間評価を実施す

るとともに，第１期インキュベーション研究拠点７拠点について，学長を機構長，全

部局長等をメンバーとする研究推進機構会議によるヒアリング審査など厳密な最終

評価を実施し，インキュベーション研究拠点は３拠点を自立型研究拠点（うち１拠点

は平成 28 年度中に前倒しで昇格）とし，２拠点を継続支援，そして２拠点を支援終 

 

 

 

了とした。その結果，自立型研究拠点 10 拠点，インキュベーション研究拠点 16

拠点が現在活動している。総合研究大学の特長を活かし，人文社会系と医理工農

系で多様な研究拠点を継続的に創出・育成し，世界的な研究拠点として活発な研

究活動を展開するために，外部資金獲得のインセンティブとして間接経費受入額

に応じた支援額の配分や，インキュベーション拠点の中間評価結果に基づき支援

額を傾斜配分するなど，各拠点への資源の重点的かつ戦略的な配分を実施した。 

 

ⅱ）国際研究ネットワークの拡充【計画番号 21】 

海外大学等との包括協定締結に積極的に取り組み，平成 29 年度は大学間協定

を 66 件（累計 310 件），部局間協定を 29 件（累計 411 件）新たに締結し，国

際共同研究や国際共著論文の増加に繋げるための国際研究ネットワークを拡充

した。 

特に，インドとの研究交流について，認定している自立型研究拠点を中核とし

て，日本国内の大学及びアジア圏では初めて，インド国内に 38 の研究所を有す

るインド政府直轄の研究機関「CSIR」との LoI（Letter of Intent）を締結し，

組織対組織の国際共同研究の展開，国際研究ネットワークの拡充を図った。 

また，「海外大学協定校とのワークショップ」，「広島大学知のフォーラム（ノ

ーベル賞受賞学者の招待講演）」を開催し，国内外のトップクラス研究者の招へ

いによる研究交流の機会を設けた。 

 

ⅲ）国際共著論文数等の増加【計画番号 22】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.27，28 を参照。 

 

ⅳ）研究活動評価手法を活用した戦略的重点配置の実施【計画番号 23】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.28 を参照。 

 

② 研究支援及び研究資源の有効活用 

ⅰ）研究支援体制の強化【計画番号 24】 

研究支援体制強化のため，本部において研究推進を担うシニア URA（University 

Research Administrator）及び URA，部局における研究支援担当のアソシエイト

URA からなる全学的な URA 組織（研究企画室）の整備を平成 25 年度から進めて

いる。シニア URA と URA には，大型プロジェクトの支援が可能となるよう，研究

に関する理解能力のあるアカデミックキャリアを有する専門系人材を重点配置

してきた。専門系人材と事務系人材をともに育成することで，多様な能力を有す

る URA の協働と融合によって研究力強化支援組織の最適化を図った。 
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29 │ ┼─ ⇔ ╩ ∆╢√╘ ≢⅛≈

⌐ ⇔√◦♬▪ URA URA ╩ ⇔√⁹↓╣╠ ⇔√ URA ╩ ╘

⅝ ⅝ ─ ≤⌂╢ ⌐ ⇔≡ ─ ╩ ∆╢≤≤

╙⌐ ─ ╩ ℮⌂≥ ─ ─√╘─

╩ ∫√⁹ 

ꜝ▬♥▫fi◓☿fi♃כ≢│ 26 ⌐ ─ ╩ ⇔

29 │ 334 6,935,993 ─ ╩ ∫√⁹ 

╕√ ₈ ─ ₉╩ ╢√╘ URA ╛ │ ╩ ≤∆╢

─ ⱨ▼꜡כ 27 ─ ─◘▬◄fi☻ה◖Ⱶꜙ♬◔כ♃

≥כ 28 ─ ≤≤╙⌐ ∂ ≢ ⇔≡ ╩

⇔≡™╢⁹ 29 │ ↓─ ⱨ▼꜡כ ⅜ ⌐ ╡ URA

≤ ⌐ ⅜ ≈ ┘ⱴⱠ☺ⱷfi♩ ╩ ⌐ ⅛⇔√

─ ╩ ≢⅝√⁹↓╣⌐╟╡ ⌂ ─ ┘

Ⱡ♇♩꞉כ◒─ ⌐⅔™≡ ⌐ ∆╢ ─ ─Ⱡ▬♥▫Ⱪ♅

▼♇◒╩ ≢ ℮⌂≥ ☻Ⱨכ▫♦כ⅛≈ ⌂ ⅜ ≤⌂∫√⁹ 

 

╩ ∆╢√╘─ⱴⱠ☺ⱷfi♩ ⌐ ∆╢  

ч ╩ ∆╢√╘─ⱴⱠ☺ⱷfi♩ ⌐ ∆╢ ╖ₒ 28  x

⌐⅔™≡│ ─ ≤─₈ ₉ ₈ ₉⌐╟╢ ⌂

≤ ╩ ≤∆╢↓≤⌐╟∫≡ √⌂ ─ ≤

─ ╩ ╢ ╩ ↑√⁹ ≤⇔≡ 30 ⅛╠

₈◖ⱬꜟ◖ ₉╩ ∆╢↓≤≤⌂∫√⁹ 

┘ ⌐╟╢₈ ⌐╟╢ ─√╘─●▬♪

ꜝ▬fi₉─ ⱴⱠ☺ⱷfi♩ ⌐ ∆╢√╘ 30 ⌐

⌐⅔™≡ ⌐ ╩ ℮≤≤╙⌐

₈ ⌐⅔↑╢ ─√╘─●▬♪ꜝ▬fi₉─ ┘∕╣⌐ ℮

╩ ⇔ ꜞ☻◒ⱴⱠ☺ⱷfi♩─ ╩ ∫√⁹ 

 

ш ─◦☻♥ⱶ ₒ 28ₓ 

─ ─℮∟ ╩▪꞉כ꜠כ♩ ⌐ ⇔

─ ╛ ╩╟╡ ⇔╛∆ↄ⌂╢╟℮ ╩ ∫√⁹ 

29 ⌐≈™≡│ 357 ▪꞉כ꜠כ♩ ─

271 ─℮∟ 132 48.7 ╩▪꞉כ꜠כ♩ ─ ≢ ∆╢↓≤⌐

╟╡ ⌐ ╢ ─ ─ ⌐ ╡ ╪∞⁹ 

 

 

 

 

щ ─ ₒ 28ₓ 

─ ╩ ∆╢√╘⌐ ◦☻♥ⱶ₈└╕╦╡₉╩

─√╘─ ☼כ◦ ⇔ꜟ▪כꜙ♬ꜞ≡⇔≥♩▬◘ ₈

₉≤─ ꜞfi◒─ ⌐╟∫≡ ◦☻♥ⱶ─ ╩ ⇔ ≤

╩ ⌐ ≢⅝╢ ◦☻♥ⱶ≤⇔≡ ⇔√⁹↓╣⌐╟╡ ◦

╩☼כ ∆╢ ⅛╠─▪◒☿☻ ⅜ ⇔ ─ ─ ⌂

≥ ⌐ ⅜╢ ⅜ ↕╣╢⁹ 

 

≤─ ┘ ┼─ ⌐ ∆╢  

ч ⌂ ─ ₒ 28ₓ 

₈ ₉ ₈ ₉⌐╟╢ ╩ ∆╢√╘ ─

₈ ₉╩ ⇔√⁹ 29 │ √⌐ ─ ╩

⇔√ ∕─ ⁹ 

30 ⌐│ ≤₈ ה ─ ⌐ ∆╢ ₉

╩ ⇔√⁹╕√ ▬ⱡⱬכ◦ꜛfiⱪꜝ◙⌐ꜝ▬ⱨ◘▬◄fi☻

≤⇔≡₈  ₉╩ ⇔√⁹↓─

─ ⌐╟╡ ⅜ ≈ ┘ ╩ ⅛

⇔√ ה ─ √⌂ ╖╩ ⇔√⁹ ─ ⌂ ╩

⌐ ⇔≡ ─ ─ ┘⌐ ⌐ ⌂ ╩ √

⇔≡™ↄ⁹ 

╕√ 29 ⌐ ╩ ⇔√ ▬☼Ⱶ≤│ ⱦ♇◓♦כ

♃─ ⌂≥⌐≈⅝ ╩ ╘≡⅔╡ 30 ─ ⌂≥─

≤─ ⌐╟╢ ⅜ ↕╣╢⁹ 

₈ ₉│ 29 √⌐ ╩ ⇔ ⅜

⇔≡™╢ 30 ⌐│ √⌐ ⁹ ─ ╩

⌐ ⌐ ⇔ ₈ ₉ ₈ ₉⌐╟╢ ─ ╩ ╘╢↓≤≢

─↕╠⌂╢ ≤ ─ ╩ ╡ ▬ⱡⱬכ◦ꜛfi ⌐ ╡

╪≢™╢⁹ ╩ ⇔≡™╢ ≢│ⱴ♠♄ ─ ⌐ ⅎ ◖

ⱬꜟ◖ ⅜ 29 ⌐ 30 ⌐↕╠⌐╙℮ JFE

ꜟכ♅☻ │ 30 ⌐ √⌐ ╩ ∆╢⌂≥ ₈ ₉ ₈

₉⌐╟╢ ╩ ⌐ ⇔≡™╢⁹ 

 

ш ─☻◒♇꜠fiⱪ◖♅כ◘ꜞ ₒ 28ₓ 

─☻◒♇꜠fiⱪ◖♅כ◘ꜞ ╩ ╘╢√╘ ╛ ┼─ⱥ
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─ ╩ ∆╢≤≤╙⌐ ─☻◒♇꜠fiⱪ◖♅כ◘ꜞ≥  
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す姿と役割を検討した。 

また，理化学研究所の一部機能の移転に伴う共同研究拠点の整備のため，前述した

「連携・協力の推進に関する基本協定」の締結及び理化学研究所開所式を開催し，更

なる連携の強化を図り共同研究の拡大に繋げた。 

 

ⅲ）地域のエコシステム形成のための基盤整備【計画番号 28】 

医療機器産業創出に向けたバイオデザインに関するイノベーション人材育成スタ

ッフとして，「ひろしまバイオデザイン教育・開発の担当教員」候補者を，本学と国

際バイオデザイン大学院との間で締結した協定に基づくインド研修に平成 29 年 12

月までに１人，平成 30 年２月からもう１人を派遣した。今後の段階的な教育メニュ

ーの提供に向けて，平成 30 年３月から地域企業２社への個別指導を開始した。併せ

て，平成 30 年４月から医歯薬保健学研究科に授業科目「バイオデザイン概論」及び

「バイオデザイン演習Ⅰ」を開講する準備を進めている。また，平成 30 年１月から

霞キャンパスに活動拠点を確保し，大学病院との円滑な連携を担保した。 

なお，平成 29 年６月のインドチーム来校に合わせてイノベーションセミナー（参

加 90 人）及びワークショップ（同 12 人）を開催し，広く普及啓発を行った。 

産業界の技術革新に繋がる技術の育成，特許出願，共同研究や大型資金の獲得を目

的として実施している若手研究者支援プログラムについて，これまでの採択者 60 人

対象のアンケート調査の結果をまとめた。それによると，産学連携共同研究等（14

件），論文，発表等（23 件），若手研究者の研究力向上に大いに寄与しており，本

事業の意義が確認された。より有益な成果報告の仕方や採択者間のネットワーキング

等についても検討を開始することとした。平成 29 年度は７人のライフサイエンス系，

工学系の研究者が採択され，研究を開始した。 

 

ⅳ）海外の産学連携拠点の新規開拓【計画番号 28】 

本学のプレゼンスを高めるとともに，国際的な産学連携活動の強化のため，以下の

活動を行い，メキシコ等の中南米地域を重点強化地域として，海外連携拠点の新規開

拓を進めた。また，インドネシア，中国等で培った産学連携の枠組を，ベトナム，ミ

ャンマーに継続展開する活動を推進し，東南アジアでの活動が定着しつつある。さら

に産業界との連携につなぐべく，インドの企業，大学との包括協定を結び，連携を開

始し，シンガポールとの連携も緒に就いた。よって，中南米地域，東南アジア地域で

のネットワークを大幅に拡大している。一方，欧米との連携強化の活動も進捗して

いる。 

・JICA の日墨戦略的グローバルパートナーシップ研修「産学官によるイノベーショ

ン創出システムの構築」（平成 29 年５月から 12 月）で，３人のメキシコ人研修員

を産学・地域連携センターで受け入れた（平成 29 年 12 月）。その一環で，ベンチ 

 

 

ャー創出のシステム作りを開始し，TV 会議でメキシコ UNAM 大学とベンチャーピ

ッチコンペを開催した（平成 29 年 11 月）。 

なお，研修員のうち１人を本学の研究員として雇用し，国際産学官連携の業

務を行っている。新たな試みであるが，中南米との連携強化に大いに役立って

いる。 

・日墨学長会議（平成 29 年 11 月 29 日から 12 月 19 日）を本学にて主催し，日

墨各 70 人の学長の参加を得て，成功裡に終わった。 

・コロンビアの大学を中心とする国際学会 LACHEC に産学・地域連携センターグ

ローバルイノベーション部門長が本学代表として参加(平成 29 年 11 月)。その

際，コロンビア国立大学を訪問し，大学間協定締結に向けて協議を開始し，平

成 30 年４月 30 日に学長が訪問して締結した。 

・メキシコ UNAM（メキシコ国立自治大学）との大学間協定を締結した（平成 29

年８月）。 

・ペルーのサンマルコス大学を産学・地域連携センターグローバルイノベーショ

ン部門長が訪問し（平成 30 年３月），MOU 締結に向けて検討を開始した。平成

30 年５月４日に学長が訪問して締結した。 

・メキシコ グアナファト大学にて，農業と食のイノベーションに関する産学官

連携セミナーを共催した（平成 30 年３月）。ヨーロッパからもいくつかの大

学が参加し，盛況であった。 

・メキシコ，コロンビア，ペルー，ボリビアから研究者を招いて各国の産学官連

携について講演していただき，大学及び産業界の専門家による話題提供とディ

スカッションの場であるフェニックスサロン「ラテンアメリカ」，起業のため

のプレゼン大会を開催した（平成 30 年３月）。 

・復建調査設計株式会社，ヤンゴン工科大学，ミャンマー工学会との産学官共

同で「第２回ミャンマー産学官連携セミナー」を「地盤工学」をテーマにミ

ャンマーで開催し（平成 29 年 10 月），ミャンマーの社会問題の課題解決に

貢献した（参加人数 300 人）。ヤンゴン工科大学とは大学間協定に向けて協

議中。 

・ベトナム国家大学ホーチミン校と共催で「第２回ベトナム産学官連携セミナ 

ー」をベトナムで開催し（平成 29 年８月），東広島の久米肥料やサタケベト

ナムを含む現地の数企業からも講演者を招き，ベトナムの食と農の課題解決を

議論した（参加人数 70 人）。 

・インド工科大学マドラス校との国際交流協定締結(平成 29 年５月）。 

・インド企業 Satyam Venture と包括協定締結(平成 29 年６月）。 

・シンガポール経済局との共催で，シンガポールに関するフェニックスサロン

拡大版を実施（平成 29 年 11 月）。今後，食についてのマッチングや現地で 
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学病院の医師，研修医，医療従事者を対象に，公開セミナーを 14 回開催し情報発信

を行った。 

 

 ⅵ）原子力災害医療に対応できる人材の育成【計画番号 37】 

  高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターとして，原子

力災害医療に対応できる人材を育成するため，医師等２人を海外研修に，医師，看護

師，診療放射線技師等 13 人を国内専門セミナー等に参加させた。 

 

 ⅶ）医学系研究の推進【計画番号 38】 

 本学の医学系研究を推進するため，平成 29 年４月に副学長（研究倫理担当）の下

に「医学系研究推進会議」を設置し，本学の医学系研究を有機的に統合し，その機能

を最大限に引き出す ARO（Academic Research Organization）の構築，医療に繋がる

基礎研究成果を臨床に実用化させる橋渡し研究（translational research）の推進，

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）・文部科学省科学研究費等の競争的

資金のさらなる獲得，医学系研究の IR（Investor Relations）と推進方策の検討等

を行い，本学 ARO として「医学系研究推進機構」の設置に向け，検討を進めている。 

 

 ⅷ）パラリンピック・アスリートへの支援【計画番号 38】 

2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて，世界トップレベルの障がい者

アスリート支援を目的とする多職種連携によるマルチサポート体制を構築するため，

スポーツ医科学センターを中心に，障がい者スポーツでのパフォーマンス向上や障害

予防に関する研究を発展させ，スポーツ現場への実用化を目指して共同研究等を実施

するとともに，国内外の学会等で発表した。また，平成 28 年 10 月に締結した，本学，

広島県，広島県障害者スポーツ協会及び特定非営利活動法人 STAND の４者による障が

い者スポーツ分野における連携協力に関する協定を推進するため，「ALL HIROSHIMA 

SPORTS SUMMIT」及び「障がい者スポーツ体験イベント」を開催した。 

 

② 質の高い医療の提供のための取組 

 ⅰ）国際リンパ浮腫治療センターの設置【計画番号 35】 

  リンパ浮腫患者への集学的治療を実践し，患者の適切な診断及び病態の軽減を図る

ため，平成 29 年４月に国内初の国際リンパ浮腫治療センターを設置した。また，リ

ンパ浮腫治療の充実を図り，本学病院の機能強化を図るため，特任教授（センター長

兼務）１人及び助教１人を配置（学長戦略ポイントにより措置）した。 

 

 ⅱ）医療安全管理体制の整備【計画番号 35】 

 ・高難度新規医療技術又は未承認新規医薬品等を用いた医療の提供に関し，その適正 

 

 

 

 

な提供を図るため，平成 29 年４月に高難度新規医療技術審査部及び未承認新

規医薬品等審査部を設置した。また，それぞれの審査部の下に，申請のあった

事案の倫理性，科学的妥当性，本学病院で提供することの適切性及び適切な提

供方法等を審査するため，診療倫理審査委員会を発展的解消し，高難度新規医

療技術評価委員会及び未承認新規医薬品等評価委員会を設置した。 

 ・医療安全に係る業務の状況について確認を行い，必要に応じ，医療に係る安全

管理についての是正措置を求めるとともに，その結果を公表するための外部監

査委員会として，平成 29 年４月に広島大学医療安全監査委員会を設置した。 

 

ⅲ）医療従事者の確保【計画番号 35】 

 ・看護職員のワーク・ライフ・バランスに配慮した多様な勤務形態の整備を目的

として，平成 29 年 10 月から二交代制勤務を導入した。 

 ・契約医療技術職員の処遇改善を図るため，医療ソーシャルワーカー（一般職員）

及び調理師長（技能・労務職員）の職名を新設し，常勤雇用できるようにした。 

 

 ⅳ）女性医師のキャリア継続支援【計画番号 35，37】 

厚生労働省「平成 29 年度女性医師キャリア支援モデル普及推進事業」の実施

機関として選定され，本事業の中で，職場復帰を目指す女性医師を対象とした女

性医師個々の環境に応じたオーダーメイドのキャリア支援制度として，定員外増

員分である「平成 29 年度広島大学病院女性医師採用支援枠」を設定した。この

枠で５人を採用し，医師確保に資するとともに，女性医師の復職機会を確保し常

勤復帰までのサポートを行った。 

 

ⅴ）サンフレッチェ広島と医療支援協定締結【計画番号 36】 

  サッカーJ1・サンフレッチェ広島を医療面で支援するため，平成 29 年５月に

本学及びマツダ病院とサンフレッチェ広島と医療支援協定を締結した。これまで

チームドクターを務め，選手の治療や手術を担ってきた整形外科分野のほか，今

季から心理面や栄養面に加え，内科など日常的な健康管理のサポートも行うとと

もに，本学病院スポーツ医科学センターで動作解析を行い，理想的な体の動きや

筋力の付け方なども指導し，選手の競技力向上を支える取組を始めた。 

 

 ⅵ）災害医療提供体制の充実・強化【計画番号 36】 

  本学霞地区教職員を対象に，原子力災害に伴う傷病者の受入れにおいて必要と

なる基礎知識の習得を目的として，「原子力災害医療基礎研修」を実施するとと

もに，災害時の医療救護活動をより円滑かつ効果的に実施できるようにするた 
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め，被ばく患者受入訓練を含めた「広島大学病院災害医療救護訓練」を実施した。 

 

 ⅶ）中山間地域の医師確保【計画番号 40】 

広島県内の中山間地域の医師確保を目的として，広島県と本学が平成 21 年度に始

めた医学部「ふるさと枠」の第１期生の５人が，６年の学部教育と２年の初期研修を

終え，平成 29 年４月から地域医療の現場へ配属した。 

  

③ 継
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に，それぞれ全国の国立大学病院の安価な上位 1/4 の平均単価を目標額として価格

交渉を行い，値引き率の向上を図った結果，支出額が年額換算で約 4000 万円程度，

減少見込となった。 
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ⅱ）講演会の開催【計画番号 27】 

 ⅰ）の資料展示展関連企画として，平成 29 年９月２日に，名誉教授による講演会

「原爆を生き抜いた 78 人の足跡～原爆の非人道性の証～」を広島平和記念資料館で

開催し，約 150 人の参加があった。資料展示展と併せて，本研究所の研究を広く社会

に知らせる機会となった。 

 

ⅲ）部局間国際交流協定の締結【計画番号 27】 

 研究者交流の活発化を図る目的で，平成 29 年９月７日にブルナシアン ロシア連邦

医学生物物理学センターと部局間国際交流協定を締結し，今後，放射線の線量・健康

影響評価に関わる共同研究の推進等，緊密に連携していくことについて合意した。 

 

ⅳ）放射線に対する強さ・弱さの個人差を決める遺伝子変化を同定【計画番号 27】 

広島大学を中心とした共同研究グループは，ヒト培養細胞株にゲノム編集法を用い

て，特定の遺伝子変化が放射線感受性に与える影響を高感度かつ定量的に評価する解

析手法を確立し，ATM ヘテロ遺伝子変異が放射線高感受性の遺伝要因の一つで